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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期 

第３四半期 
連結累計期間 

第86期 
第３四半期 
連結累計期間 

第85期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 17,174 22,475 27,538 

経常利益 （百万円） 2,007 2,809 2,957 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,563 1,933 2,533 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,377 2,776 2,809 

純資産額 （百万円） 25,522 28,406 25,954 

総資産額 （百万円） 51,808 53,985 49,709 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 39.48 48.82 63.99 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 49.26 52.62 52.21 

 

回次
第85期

第３四半期
連結会計期間

第86期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.59 20.40 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してい

ない。

３．売上高には、消費税等は含まれていない。

 

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

 判断したものである。

 

（１）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日銀の経済政策により緩やかな回復基調が続き、個

人消費も雇用環境・所得の改善により持ち直しの動きがみられた。設備投資は、企業の業況判断が改善している

中で、企業業績の改善・成長分野への対応等を背景に緩やかな増加が続いている。一方で、アジア新興国等の経

済の先行き不安や海外経済の政策に関する不確実性の影響、金融資本市場の変動の影響等には留意が必要な状況

で推移した。

 当業界においては、依然として資材価格の高止まりや労働者不足による労務費の上昇等、不安定要素を抱えた

状況にあるが、東京オリンピック・パラリンピック関連施設の整備が本格的に進められる中、都心部を中心とし

た再開発や民間設備投資に引き続き明るさが見られ、公共投資の動きも底堅く、全般的に堅調に推移した。

 このような状況の中、当第３四半期連結累計期間の受注高は20,835百万円（前年同期は15,705百万円）、売上

高は22,475百万円（同17,174百万円）となり、利益については、営業利益は2,614百万円（同1,796百万円）、経

常利益は2,809百万円（同2,007百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,933百万円（同1,563百万円）

となった。

 これをセグメント別で見ると、売上高については鉄構建設事業は19,172百万円（同14,894百万円）、不動産事

業は3,302百万円（同2,280百万円）となり、営業利益については鉄構建設事業は1,259百万円（同783百万円）、

不動産事業は1,355百万円（同1,012百万円）となった。

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はなく、新たな

課題は生じていない。

 

（３）研究開発活動

  当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は43百万円である。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数（株)
(平成29年12月31日)

提出日現在発行数
（株）

(平成30年２月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 40,763,046 40,763,046

東京証券取引所

市場第一部

札幌証券取引所

単元株式数100株

計 40,763,046 40,763,046 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項なし

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項なし

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項なし

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 40,763,046 － 3,000 － 1,658

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。 

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － －  －

議決権制限株式（自己株式等） － －      －

議決権制限株式（その他） － －      －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 

 普通株式    265,100
－      －

完全議決権株式（その他）  普通株式 40,479,400 404,794      －

単元未満株式  普通株式   18,546 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 40,763,046 － －

総株主の議決権 － 404,794 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株含まれており、「議

決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれている。

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱巴コーポレーション
東京都中央区月島四丁目

16番13号
265,100 － 265,100 0.65

計 － 265,100 － 265,100 0.65

 （注）割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示している。

２【役員の状況】

 該当事項なし
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平

成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,551,758 7,603,956 

受取手形・完成工事未収入金等 6,051,911 3,699,174 

未成工事支出金 7,462,369 11,486,238 

材料貯蔵品 131,345 150,994 

販売用不動産 1,205,042 2,062,282 

繰延税金資産 265,818 233,726 

その他 866,383 1,278,532 

貸倒引当金 △13,299 △8,878 

流動資産合計 21,521,330 26,506,029 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 6,931,714 6,619,733 

土地 8,277,420 6,725,420 

その他（純額） 2,150,257 2,135,763 

有形固定資産合計 17,359,393 15,480,917 

無形固定資産 249,268 250,352 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,830,573 11,091,169 

その他 748,915 656,836 

貸倒引当金 △15 △14 

投資その他の資産合計 10,579,474 11,747,991 

固定資産合計 28,188,136 27,479,261 

資産合計 49,709,466 53,985,290 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 5,861,897 9,350,664 

短期借入金 775,590 1,260,590 

未払法人税等 644,337 497,598 

未成工事受入金 6,091,500 4,769,849 

引当金 755,932 541,940 

その他 977,805 995,534 

流動負債合計 15,107,062 17,416,178 

固定負債    

長期借入金 3,533,260 2,981,567 

繰延税金負債 2,765,056 2,867,686 

引当金 13,512 14,553 

退職給付に係る負債 361,126 429,233 

その他 1,975,380 1,869,182 

固定負債合計 8,648,335 8,162,223 

負債合計 23,755,398 25,578,402 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,000,012 3,000,012 

資本剰余金 1,749,049 1,749,049 

利益剰余金 19,012,335 20,621,355 

自己株式 △436,237 △436,356 

株主資本合計 23,325,160 24,934,061 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 2,482,174 3,332,523 

退職給付に係る調整累計額 146,734 140,303 

その他の包括利益累計額合計 2,628,908 3,472,826 

純資産合計 25,954,068 28,406,888 

負債純資産合計 49,709,466 53,985,290 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高    

完成工事高 14,894,801 19,172,226 

不動産事業売上高 2,280,047 3,302,967 

売上高合計 17,174,848 22,475,193 

売上原価    

完成工事原価 12,771,030 16,523,485 

不動産事業売上原価 1,192,703 1,872,934 

売上原価合計 13,963,733 18,396,419 

売上総利益    

完成工事総利益 2,123,770 2,648,741 

不動産事業総利益 1,087,344 1,430,033 

売上総利益合計 3,211,114 4,078,774 

販売費及び一般管理費 1,414,817 1,463,901 

営業利益 1,796,297 2,614,873 

営業外収益    

受取利息 659 574 

受取配当金 255,989 238,690 

その他 27,326 13,570 

営業外収益合計 283,976 252,834 

営業外費用    

支払利息 69,966 55,602 

その他 3,206 2,471 

営業外費用合計 73,172 58,074 

経常利益 2,007,100 2,809,633 

特別利益    

投資有価証券売却益 3,894 － 

受取補償金 162,350 － 

その他 548 － 

特別利益合計 166,793 － 

特別損失    

固定資産除却損 281 30,086 

減損損失 ※ 37,219 － 

投資有価証券評価損 37,240 － 

創立記念関連費用 － 65,201 

その他 600 220 

特別損失合計 75,342 95,508 

税金等調整前四半期純利益 2,098,551 2,714,125 

法人税、住民税及び事業税 651,547 1,021,681 

法人税等調整額 △116,011 △240,559 

法人税等合計 535,535 781,121 

四半期純利益 1,563,016 1,933,004 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,563,016 1,933,004 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

四半期純利益 1,563,016 1,933,004 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 800,774 850,348 

退職給付に係る調整額 13,872 △6,430 

その他の包括利益合計 814,646 843,918 

四半期包括利益 2,377,662 2,776,922 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,377,662 2,776,922 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 原価差異の繰延処理

 季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該

原価差異を流動資産（未成工事支出金）として繰り延べている。

 

 

（追加情報）

（保有目的の変更） 

  当第３四半期連結累計期間において社有資産全般に亘る有効活用を更に推進するため、一部の有形固定資産 

 （土地、建物等）の保有目的を変更し、販売用不動産に1,958,959千円振替えている。 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 減損損失

  前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

   当社グループは、投資の意思決定を行う各収益管理単位及び遊休資産についてグルーピングを実施した結

  果、当第３四半期連結累計期間において、勝どき東地区第一種市街地再開発事業に伴う事務所移転の意思決 

  定をしたため、保有する一部の固定資産の回収可能価額を零として帳簿価額全額を減額し、当該減少額を減 

  損損失として特別損失に計上した。 

    地  域  関 東 地 区

    用  途  試験用賃貸資産 他

    種  類  建 物 他

    減損損失   37,219千円 

 

  当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日）

   該当事項なし

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成29年４月１日
至  平成29年12月31日）

減価償却費 512,313千円 519,079千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 283,486 7 平成28年３月31日 平成28年６月30日  利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

配当金支払額

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 323,983 8 平成29年３月31日 平成29年６月30日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注） 

  鉄構建設事業 不動産事業 計 

売上高          

(1)外部顧客への売上高 14,894,801 2,280,047 17,174,848 － 17,174,848 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 14,894,801 2,280,047 17,174,848 － 17,174,848 

セグメント利益 783,925 1,012,371 1,796,297 － 1,796,297 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。 

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注） 

  鉄構建設事業 不動産事業 計 

売上高          

(1)外部顧客への売上高 19,172,226 3,302,967 22,475,193 － 22,475,193 

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 19,172,226 3,302,967 22,475,193 － 22,475,193 

セグメント利益 1,259,838 1,355,035 2,614,873 － 2,614,873 

（注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致している。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 39円48銭 48円82銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期

純利益金額            （千円）
1,563,016 1,933,004

普通株主に帰属しない金額     （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に

帰属する四半期純利益金額     （千円）
1,563,016 1,933,004

普通株式の期中平均株式数     （千株） 39,587 39,587

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

    該当事項なし

 

２【その他】

 該当事項なし
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月13日

株式会社巴コーポレーション 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 市瀬 俊司   印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 井上 裕人  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴コー
ポレーションの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１
日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半
期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴コーポレーション及び連結子会社の平成29年12月31日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす
べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。

 


